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第 3報告：戦後日本の労働者状態の一断面～過度労働と過労死・過労自死の視角から～ 

中根康裕（（財）東京保健会） 

 

Ⅰ 本報告の課題 

（１）問題意識 

＊戦後日本の過度労働は，過労死認定基準の到達点をみても,『資本論』で言う「労働力の

濫用」の水準〔この点に照らせば“高度に発達した資本主義国日本”像は虚構〕。 

＊戦後日本で過度労働状態が基調となる原因構造と画期を見定めるための準備的検討。 

 

（２）問題の限定 

＊過度労働状態の端的な表象である過労死・過労自死問題からの接近に限定。 

＊戦後日本の過労死・過労自死問題の特質：①労働基準法など労働者保護法が存在し,②労

働組合の全国組織が活動する中で,③組織労働者も含めて例外なく,恒常的に発生。 

  ↓ 

【対比：マルクス『資本論』第１巻における「過度労働」の古典的規定】 

＊過度労働の問題について「12時間を超える労働は，労働者の健康をむしばむ傾向があり，

早い老化と早死とをもたらし・・・家族は、家長による世話と扶養とを，もっとも必要と

しているときに奪われる」と告発した上で，工場法が勝ち取られ「標準労働日」が刻まれ

た歴史到達を踏まえ，過度労働について「労働者はしばしば，自分の個人的消費を単に生

産過程に付随するものにすることを余儀なくされる」が「こうしたことは，資本主義的生

産過程にとっては本質的ではない濫用として現われる」と総括。 

 

Ⅱ ポスト冷戦下における過労死・過労自死を巡る諸問題に関する若干の検討 

（１）過労死・過労自死の労働災害申請・業務上認定件数の推移と画期 

【表①「過労死・過労自死の業務上災害請求・認定件数推移表」】を参観されたい。 

＊1982年を概念的把握上の起点とし,1988年以降は問題の存在が広く社会に認知されなが

ら,その実態が隠蔽されてきた問題が数量的に顕在化。画期は1999年（過労自死）と2001

年（過労死）の認定基準の改定。しかも,ポスト冷戦下のグローバリゼーションとＩＴ革命

に促迫された新自由主義“構造改革”労働政策〔非正規労働者の大量創出と成果主義賃金

の導入等〕・イデオロギー〔個人責任論の席捲と正規非正規労働者間の対立扇動等〕の下で

の矛盾が累加されて顕在化。現下の世界経済危機が当該問題に与える影響の重み。 

〔1982年－細川汀・上畑鉄之丞・田尻俊一郎『過労死』（労働経済社）発刊〕 

〔1988年－全国「過労死110番」実施〕 

〔1999年－「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」策定〕 

〔2001年－「（過労性）脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準」改定〕 

  ↓ 

＊行政の「過労死等事案」にあたる「過労性脳血管疾患及び虚血性心疾患等（含死亡）」の

業務上災害請求件数は 2000 年度の 617 件から 2001 年の基準改定をへて 2002 年度の 819



件へ。約1.3倍の増加率。 

＊行政の「精神障害等」にあたる「過労性うつ病等（含死亡）」の業務上災害請求件数は

1998年度の42件から1999年の基準改定をへて2000年度の212件へ。約5倍の増加率。 

↓ 

＊2007年度「過労性脳血管疾患及び虚血性心疾患等（含死亡）」業務上災害請求件数は931

件。2000年度の1.5倍。「過労性うつ病等（含死亡）」の業務上災害請求件数は952件。1998

年度の22.6倍！〔新自由主義“構造改革”による労働者緩慢屠殺の例証。個人責任論席捲

の下で労働者の連帯が断ち切られ,心の病での請求件数が特に激増〕 

＊尚,上記「精神障害等」（「過労性うつ病等（含死亡）」）の業務上災害認定件数内に占める

39歳以下労働者の割合は,2006年度 49％,2007 年度 62％である。 

 

（２）過労死認定基準の変遷と到達点 

【表②「行政による過労死認定基準の変遷表」】を参観されたい。 

＊過労死認定基準の到達点：過度労働での労働者の緩慢屠殺発生を前提した上での最低限

の事後対策（個別裁判での国側連敗に対応する最低範囲での改定）。 

  ↓ 

＊1999年「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針」策定 

→過労性うつ病等による自殺を「自傷行為」から外し,初めて労災対象の範囲内に。 

＊ 2001年「（過労性）脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準」改定 

→長年拒否し続けてきた「長期間にわたる疲労の蓄積」を初めて認定の要素に加えた。 

→しかし具体的内容は,発症前6ケ月平均の所定時間外労働が月45時間以上になって初

めて健康障害の危険性が徐々に高まり始め,発症前2～6ケ月平均の所定時間外労働が月80

時間以上または1ケ月100時間以上にもなって初めて健康障害の危険性が高くなるとする

低い内容。その運用は極めて硬直的（一例：“所定時間外労働80時間のカベ”問題）。 

【例「村上優子過労死裁判」大阪高裁判決2008年 11月確定－25歳の死以来7年ぶり】 

→所定時間外労働量は50～60時間。看護労働の交代制・精神的緊張等の労働の

質的側面を加味して総合的に判断すべきと指摘。認定基準の硬直運用を批判。 

  ↓ 

＊この改定の意義：過労死・過労自死の労働災害請求件数の激増を招来する形で，問題を

数量的にも顕在化させる一定の役割。決して「労働日の制限」に結びつく改定ではない。 

 

（３）労働衛生論の最近の一潮流（新自由主義イデオロギーの一反映）に関する批判 

＊労働衛生は「働く人の生命をまも（衛）る」研究分野。しかし近年,労働者の健康をもっ

ぱら個人の問題としてとりあげる傾向が労働衛生論内部で一潮流に。 

  ↓ 

＊「各個人がこれらの要因＜グローバリゼーション下のストレス要因－筆者＞をどう自覚

的に受け止め，積極的に対処できるかが“過労死”予防やストレス管理の中心課題」（山田

誠二「『労働時間』と健康管理」『産業医学レビュー』60号，2003年，15頁） 

＊「虚血性心疾患は、生活習慣病の代表とされるように，非職業性の種々のリスク要因が

その発症に大きく関係」しており「日常生活におけるライフスタイルは，業務上のリスク



要因に比べ，かなり大」で「働く人々自身の自覚と自己責任による適切な受療が極めて重

要」（和田攻「労働と心臓疾患」『産業医学レビュー』55号，2002年，201頁） 

＊「わが国では“過労死”を含む疾病に対しては行政の認定基準は業務上とする事例に絞

りをかけようとしてきた」が「裁判所は，個別立証により寛容で，“明らかに業務による”

という規定にもかかわらず，業務起因性を緩やかに認めるものが少なくないことが，わが

国の特徴」（同上，209頁） 

＊「強制されて過度に労働することもあろうが，それ以上に日本人は自発的に，率先して，

労働のなかにのめり込むことのなかに，一種の人生観上の美意識を感じ，満足」（今村仁司

「日本人の労働観」『産業衛生学雑誌』47巻臨時増刊号，2005年，145頁） 

  ↓ 

＊これら議論の特徴：①過度労働の危険より生活習慣の危険という個人責任が大。②過度

労働も本人が“自発的”に行う限り個人責任。③資本への労働の従属という関係性を見な

い→新自由主義の労働衛生論への一反映に見える。過労死・過労自死の根絶に対して無力。 

（この論点に関しては,拙稿「戦後日本の過度労働と批判経済学・社会医学の連携に関する

一試論」『経済科学通信』119号，2009年,の参観を併せ乞いたい）。 

 

（補）「戦後重化学工業段階」のイデオロギー・労働組合現場組織の職場規制（文献抜粋） 

＊戦後重化学工業段階成立以前の職場規制：「日産が＜朝鮮戦争－報告者注＞特需の受注に

あたって実行した対策,それは何よりも労務体制上の措置」であり,中でも「正しく残業こ

そは・・労務体制上の全問題の集約点」であったが,対峙する「全自日産分会の職場組織は・・

『日常の生産と労働』に関し,強力な発言権を行使・・。とりわけ残業,応援,配転,要員等

に関しては交渉事項・・。・・職場組織を通さずには『日常の生産と労働』の何事も決まら

ない」力量を具備していた。（上井喜彦「全自日産分会の職場闘争」埼玉大学『社会科学論

集』通巻第51号,1983年,56～57,81～82頁）＜本論稿の意義を教示された原伸氏に謝意を

表する＞ 

 

＊戦後重化学工業段階展開以降の職場規制喪失：「労働組合の多くは企業別組合として・・

時短よりも雇用の確保と賃上げを優先」し,「時短は職場の労働編成と無関係に実現するこ

とはできないが,時短の前提条件をなす要員の決定や人員の確保に関しては労働組合の多

くはほとんど発言力をもっていない」。（森岡孝二他編『脱「サービス残業」社会』1993年,

労働旬報社, 森岡執筆章61～62頁） 

 

＊戦後重化学工業段階のイデオロギー：「中国では,『忠』とは心の中の声のことであり,

自分の良心に忠実であること,すなわち誠実であることを意味する,とされている。これに

対し,日本では『忠』とは君主に対する忠誠心であると解釈されている」この「日本的に解

釈された『忠』は・・企業社会でも重要な徳目として強調された。会社に対する忠誠,上司

に対する忠誠は当然のことである,という風潮は,日本的儒教の『忠』の精神によって醸成

されている」（徳永芳郎「働き過ぎと健康障害」『経済分析』第133号，1994年，78頁） 

＊「『作為〔創出〕された』伝統」（ANDREW E.BARSHAY『近代日本の社会科学』山田鋭夫訳

2007年，NTT出版，302頁）という問題。 



Ⅲ 小括《過労死・過労自死の原因構造（戦後日本資本主義再生産構造との連繋）》 

＊過労死・過労自死 ← 過労性疾患 ← 過度労働 

   ↑「“残業（所定時間外労働）”規制」「定員規制」を軸とする職場規制不在 

＊労働組合の現場労働組合組織による職場規制力の消失〔ＭＥ化・労働“柔構造”化〕 

       ↑企業別前提の賃闘「春闘」基軸へ（“高度成長”終焉と共に連敗へ反転） 

＊企業別労働組合への労働者封鎖〔階級形成の阻害〕 

   ↑「総評」尖鋭部分の企業別脱皮志向の闘争を圧伏（1950年代前半,攻防の頂点） 

＊戦後日本資本主義の野蛮性〔国内消費に基盤を置く蓄積を志向できない脆弱性と一体〕 

 

＊過度労働と過労死・過労自死問題は「労資関係の基本単位が産業次元にある欧州的段階

の以前にとどまり，企業次元にあり続け」「賃金－労働諸条件を規制する全国的横断基準が

存在せず」「個別企業の内部でもっぱら編成される企業内専決－企業別労組」という「戦後

過程で形成、固定化された労資関係制度」（鈴木富久「階級・市民社会・日本の労資」『経

済科学通信』108号，2005年，39頁）に根ざす労働の構造問題。 

  ↓ 

＊古典的労働組合論の「想定外」としての企業別労働組合：「マルクスは,労働者間の不可

避的な競争が『労働者たちの不団結』を生む,そうした競争を排除あるいは制限することを

めざして労働組合が生まれてきたと指摘している。企業別組合は・・各企業・資本の経営

秩序の下に包摂された『労働組合』である。こうした組織形態では労働者間の競争を排除

することはできない。・・マルクスとエンゲルスの労働組合論においては,企業別組合は想

定外である」（宮前忠夫『新訳・新解説 マルクスとエンゲルスの労働組合論』2007年,共

同企画ヴォーロ,217～218頁） 

＊「名ばかり企業別労組」が訴訟を起こされた事例：「過労死遺族が労組に法的措置を取る

のは極めて異例だ。・・『夫を冒涜された』と・・憤りを隠さない。同労組＜すかいらーく

労働組合－報告者注＞の・・委員長が雑誌やインターネットで公表したものだ。『・・本当

にできる店長,つまり強い店長は・・休みを取れる』。組合員が過労死で亡くなったことに

対し・・委員長が『もっと強い店長になれ』と組合員に迫っている」（過労死をなくそう！

龍基金編『「名ばかり店長」「名ばかり労組」じゃたまらない』2008年,同時代社,31頁） 

＊労働協約適用率の低位と企業別労働組合：「賃金や労働条件という働くものにとっては枢

要なことがらが,ある種の“私的な”世界に閉じ込められており,社会的なことがらになっ

ていない」（田端博邦『グローバリゼーションと労働世界の変容』2007年,旬報社,260頁） 

  ↓ 

＊日本独占資本が“日本的労資関係”の他の全てを捨てても「企業内労使関係が安定経営

に果たしてきた貢献はきわめて大きい」として「企業内労使関係の堅持」（日本経済団体連

合会『経営労働政策委員会報告2008年版』日本経団連出版，28頁）だけは譲らない意味。 

 

＊過度労働を基調として再生産されている戦後日本資本主義は“規模は巨大”でも“底の

浅い”資本主義。高度に発達した資本主義とは言い難い。資本主義の発達度をとらえる際

には，当該資本主義が労働者の知的精神的な発達（過度労働からの解放）をどの程度許容

し得ているのかという質の観点を抜きには考えられない。           以上 



「
災
害
」
主
義

A
「
発
症
直
前
の
異
常
な
出
来
事
」
の
有
無

　
①

評
価

期
間

「
発

症
直

前
か

ら
前

日
ま
で
」

「
過
重
負
荷
」
主
義

上
記
A
に
加
え
下
記
を
付
加

B
「
発
症
に
近
接
し
た
短
期
間
」
の
「
過
重
業
務
」
の
有
無

　
①
評
価
期
間
「
発
症
前
お
お
む
ね
1
週
間
」

「
過
重
負
荷
」
主
義
の
限
定
修
正

上
記
B
①
の
解
釈
を
限
定
修
正

　
①
評
価
期
間
「
発
症
前
お
お
む
ね
１
週
間
」
の
解
釈
に
「
幅
」
を
も
た
せ
る

「
蓄

積
疲

労
」
と
「
過

重
負

荷
」
の

並
存

主
義

上
記

A
，
B
に
加

え
下

記
を
付

加
C
「
発

症
前

の
長

期
間

」
の

「
過

重
業

務
」
の

有
無

　
①
評
価
期
間
「
発
症
前
お
お
む
ね
6
ケ
月
間
」

（
注

）

〔
備

考
〕

〔
1
〕

〔
2
〕

〔
3
〕↓

【
戦

後
日

本
の

労
働

者
状

態
の

一
断

面
～

過
度

労
働

と
過

労
死

・
過

労
自

死
の

視
角

か
ら
～

】

認
定

基
準

の
変

遷
認

定
基

準
の

特
徴

認
定

基
準

の
柱

第
2
表

　
行

政
に
よ
る
過

労
死

認
定

基
準

の
変

遷
表

1
9
8
7
年

　
②

評
価

の
柱

「
発

生
状

態
を
時

間
的

お
よ
び
場

所
的

に
明

確
に
し
得

る
異

常
な
出

来
事

に
遭

遇
し
た
こ
と
」

↓

Ｃ
②

に
お
い
て
、
「
発

症
前

の
長

期
間

」
の

「
著

し
い
疲

労
の

蓄
積

」
の

具
体

的
水

準
は

「
発

症
前

6
ケ
月

平
均

の
所

定
時

間
外

労
働

が
月

4
5
時

間
以

上
」
に
な
る
と
「
健

康
障

害
の

危
険

性
が

徐
々

に
高

ま
り
」
，
「
発

症
前

2
～

6
ケ
月

平
均

の
所

定
時

間
外

労
働

が
月

8
0
時

間
以

上
ま
た
は

1
ケ
月

1
0
0
時

間
以

上
」
に
な
る
と
「
健

康
障

害
の

危
険

性
は

高
く
な
る
」
と
し
て
運

用
さ
れ

て
い
る
。

B
②
に
お
い
て
、
「
発
症
に
近
接
し
た
時
期
」
の
「
特
に
過
重
な
業
務
」
の
具
体
的
水
準
は

「
直

前
1
週

間
、
毎

日
1
6
時

間
以

上
勤

務
」
を
目

安
と
し
て
運

用
さ
れ

て
い
る
（
巷

間
か

ら
“
認

定
し
な
い
た
め
の

基
準

”
な
る
批

判
を
招

来
し
て
い
る
所

以
）
。

Ａ
②
に
お
い
て
、
「
異
常
な
出
来
事
」
の
具
体
的
水
準
は

「
重

大
な
人

身
事

故
や

重
大

事
故

に
直

接
関

与
」
し
「
著

し
い
身

体
的

、
精

神
的

負
荷

の
か

か
る
救

助
活

動
や

事
故

処
理

に
携

わ
っ
た
」
り
、
「
暑

熱
な
作

業
環

境
下

で
水

分
補

給
が

著
し
く
阻

害
さ
れ

る
状

態
」
に
置

か
れ

た
り
、
「
特

に
温

度
差

の
あ
る
場

所
へ

の
頻

回
な
出

入
り
」
を
行

っ
た
こ
と
等

を
目

安
と
し
て
運

用
さ
れ

て
い
る
。

1
9
6
1
年

2
0
0
1
年

　
②

評
価

の
柱

「
発

症
前

の
長

期
間

に
わ

た
っ
て
、
著

し
い
疲

労
の

蓄
積

を
も
た
ら
す
特

に
過

重
な
業

務
に
就

労
し
た
こ
と
」

上
畑

鉄
之

丞
「
過

労
死

問
題

の
こ
れ

か
ら
」
（
第

1
5
回

「
勤

労
感

謝
の

日
を
前

に
過

労
死

を
考

え
る
つ
ど
い
」
記

念
講

演
資

料
2
0
0
2
年

1
1
月

2
2
日

）
の

図
示

等
に
依

拠
し
報

告
者

作
成

。

1
9
9
5
－

9
6
年

　
②

評
価

の
柱

「
発

症
に
近

接
し
た
時

期
に
お
い
て
、
特

に
過

重
な
業

務
に
就

労
し
た
こ
と
」

↓



有
る

無
い

不
明

労
災

認
知

労
災
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不
明

請
求
件
数
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認
定
件
数

③
請
求
件
数

認
定
件
数

請
求

件
数

認
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請
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参
考

文
献

第
1
表

の
参

考
文

献
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１
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0

0
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6
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%
3
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%
　

〔
報

告
者

作
成

〕
　

〔
報

告
者

作
成

〕
厚

生
労

働
省

労
働

基
準

局
労

災
補

償
部

補
償

課
の

公
表

資
料

第
1
表

に
同

じ
。

（
１

)徳
永

芳
郎

「
働

き
過

ぎ
と

健
康

障
害

」
（
経

済
企

画
庁

経
済

研
究

所
『
経

済
分

析
』
1
3
3
号

，
1
9
9
4
年

）
（
２

）
上

畑
鉄

之
丞

「
過

労
死

の
労

災
認

定
基

準
改

定
と

予
防

対
策

」
（
『
公

衆
衛

生
』
6
6
巻

1
1
号

，
2
0
0
2
年

）
(注

)
①

（
３

）
『
労

働
と

医
学

』
編

集
部

編
「
安

全
衛

生
活

動
で

活
用

で
き

る
労

働
統

計
の

健
康

実
態

調
査

と
労

災
関

連
資

料
」

（
東

京
社

会
医

学
研

究
セ

ン
タ

ー
『
労

働
と

医
学

』
8
0
号

，
2
0
0
4
年

）
（
４

）
東

京
社

会
医

学
研

究
セ

ン
タ

ー
「
働

く
も

の
の

健
康

」
3
2
2
号

（
2
0
0
7
年

7
月

）
・
同

左
3
3
5
号

（
2
0
0
8
年

8
月

）
②

認
定

率
は

各
年

度
認

定
件

数
を

同
年

度
請

求
件

数
で

除
し

た
。

(注
)

①
〔
備

考
〕

〔
1
〕
 

②
〔
2
〕
 

③ ④ ⑤

〔
備

考
〕

〔
1
〕
 

〔
2
〕
 

上
記

参
考

文
献

（
１
）
は

「
過

労
死

問
題

に
つ
い
て
労

働
組

合
は

概
し
て
無

力
」
で
あ
り

「
企

業
別

組
合

の
限

界
が

露
呈

さ
れ

て
い
る
」
と
記

述
し
て
い
る
。

原
資

料
出

所

2
0
0
3

合
計

労
働

基
準

法
施

行
規

則
3
5
条

「
別

表
」
第

1
の

2
第

9
号

「
そ

の
他

業
務

に
起

因
す

る
こ

と
の

明
ら

か
な

疾
病

」
に

係
る

精
神

障
害

等
に

つ
い

て
集

計
し

た
も

の
。

労
働

基
準

法
施

行
規

則
3
5
条

「
別

表
」
第

1
の

2
第

9
号

「
そ

の
他

業
務

に
起

因
す

る
こ

と
の

明
ら

か
な

疾
病

」
に

係
る

脳
血

管
疾

患
・

虚
血

性
心

疾
患

等
（
「
過

労
死

」
等

事
案

）
に

つ
い

て
集

計
し

た
も

の
。

1
9
9
7

1
9
9
8

（
内

自
殺

<
含

未
遂

>
）

脳
血
管
疾
患
・
虚
血
性
心

疾
患
等
（
非
負
傷
性
）

①
（
内

死
亡

）
精

神
障

害
等

　
②

厚
生

労
働

省
は

「
脳

血
管

疾
患

及
び

虚
血

性
心

疾
患

等
（
負

傷
に

起
因

す
る

も
の

を
除

く
。

）
の

認
定

基
準

」
を

2
0
0
1
年

1
2
月

1
2

日
付

で
改

定
，

「
長

期
に

わ
た

る
疲

労
の

蓄
積

も
考

慮
す

る
」
と

し
た

。
具

体
的

に
は

，
発

症
前

6
ケ

月
平

均
の

所
定

時
間

外
労

働
が

月
4
5
時

間
以

上
に

な
る

と
健

康
障

害
の

危
険

性
が

徐
々

に
高

ま
り

，
発

症
前

2
～

6
ケ

月
平

均
の

所
定

時
間

外
労

働
が

月
8
0

時
間

以
上

ま
た

は
1
ケ

月
1
0
0
時

間
以

上
に

な
る

と
健

康
障

害
の

危
険

性
は

高
く

な
る

，
と

す
る

認
定

基
準

を
示

し
た

。

脳
血

管
疾

患
・
虚

血
性

心
疾

患
等

の
労

災
補

償
状

況
に

関
す

る
1
9
8
6
年

度
以

前
の

公
表

数
値

は
無

い
。

各
年

度
の

認
定

件
数

は
、

当
該

年
度

に
請

求
さ

れ
た

事
案

に
限

る
も

の
で

は
な

い
。

2
0
0
4

2
0
0
6

2
0
0
7

厚
生

労
働

省
は

「
心

理
的

負
荷

に
よ

る
精

神
障

害
等

に
係

る
業

務
上

外
の

判
断

指
針

」
を

1
9
9
9
年

9
月

1
4
日

付
で

初
策

定
し

，
「
自

殺
の

取
扱

い
」
に

お
い

て
，

初
め

て
「
う

つ
病

や
重

度
ス

ト
レ

ス
反

応
等

の
精

神
障

害
で

は
、

病
態

と
し

て
自

殺
念

慮
が

出
現

す
る

蓋
然

性
が

高
い

」
と

し
て

「
業

務
に

よ
る

心
理

的
負

荷
に

よ
っ

て
こ

れ
ら

の
精

神
障

害
が

発
病

し
た

と
認

め
ら

れ
る

者
が

自
殺

を
図

っ
た

場
合

」
は

「
業

務
起

因
性

を
認

め
る

」
と

す
る

判
断

指
針

を
示

し
た

。

参
考

文
献

脳
血

管
疾

患
・
虚

血
性

心
疾

患
等

の
1
9
9
6
年

度
以

前
の

請
求

件
数

は
，

同
上

「
別

表
」
中

の
第

1
号

「
負

傷
に

起
因

す
る

疾
病

」
に

係
る

脳
血

管
疾

患
・
虚

血
性

心
疾

患
等

を
含

む
た

め
、

実
数

は
不

明
で

あ
る

。

原
資

料
出

所

2
0
0
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
8

1
9
9
9
　
〔
1
〕

1
9
9
7

1
9
9
6

2
0
0
3

2
0
0
0

2
0
0
1
　
〔
2
〕

1
9
9
2

1
9
9
1

1
9
8
7

1
9
8
6
　
⑤

過
労
性
疾
患
名

2
0
0
4

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

年
度

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

年
度

精
神
障
害
等

2
0
0
7

1
9
9
9

第
1
表

へ
の

参
考

表
　
過

労
死

問
題

と
企

業
別

労
働

組
合

下
記

、
原

資
料

出
所

に
よ
る
労

災
補

償
相

談
1
4
2
件

の
内

訳

第
1
表

へ
の

附
表

　
過

労
死

・
過

労
自

死
の

業
務

上
災

害
請

求
件

数
増

加
率

・
認

定
率

推
移

表

2
0
0
6

合
計

過
労

性
疾

患
名

脳
血
管
疾
患
・
虚
血
性
心

疾
患
等
（
非
負
傷
性
）

認
定

率
の

推
移

か
ら

は
、

請
求

総
件

数
の

三
分

の
一

程
度

を
認

定
件

数
の

“
上

限
”
と

す
る

行
政

意
思

の
存

在
が

疑
わ

れ
ざ

る
を

得
な

い
。

請
求

件
数

増
加

率
は

，
「
脳

血
管

疾
患

・
虚

血
性

心
疾

患
等

（
非

負
傷

性
）
」
は

2
0
0
0
年

度
，

「
精

神
障

害
等

」
は

1
9
9
8
年

度
を

各
々

基
準

年
と

し
，

各
年

度
請

求
件

数
を

基
準

年
度

請
求

件
数

で
除

し
た

。

基
準

年
度

は
，

「
精

神
障

害
等

」
判

断
指

針
策

定
（
1
9
9
9
年

）
，

「
脳

血
管

疾
患

・
虚

血
性

心
疾

患
等

」
認

定
基

準
改

定
（
2
0
0
1
年

）
の

各
前

年
度

。

第
1
表

　
過

労
死

・
過

労
自

死
の

業
務

上
災

害
請

求
・
認

定
件

数
推

移
表

【
戦

後
日

本
の

労
働

者
状

態
の

一
断

面
～

過
度

労
働

と
過

労
死

・
過

労
自

死
の

視
角

か
ら
～

】

2
0
0
5

2
0
0
5

当
該

職
場

の
労

働
組

合
の

有
無

労
災
補
償

の
認
否
に

係
る
当
該

職
場
労
組

の
考
え
方

過
労
死
弁
護
団
全
国
連
絡
会
議
「
労
災
補
償
相
談
」
（
1
9
9
2
年
6
月
2
0
日
実
施
分
）


